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観光系学部における観光学に特化した英語教育

一全国アンケ}ト調査の結果から-

岩井千春

1 はじめに
2008 年 10 月の観光庁の設置、また、 2003 年からのピジットジャパンキャンベーン

の展開など、国策としての観光業振興と外国人観光客誘致の必要性が広く認知されてい

る。更に、 2010 年 3 月 ω東北大震災後の日本全国に及ぶ観光業の停滞と外国人客激減

が大きな問題となっており、今こそ、大学等の高等教育機関は、英語能力を含む、高度

な技能を持った人材を日本の観光業界に輩出することが重要である。観光業は、ホテル・

旅館などの宿泊業をはじめ、旅行業、運輸業、飲食業、資料館やレジャーランド等の各

種観光施設、土産物などの小売業なども含み、多くの業種を包括する裾野の広い業界で

ある。近年は、大学での観光系学部の設置も増えているが、その英語教育は観光業のニ

}ズ、に沿ったものであろうか。そこで、本研究では、観光系学部の英語教育の中でも、

特に、ホテノレ業に関する英語教育に焦点を当て、その実態を調査し、 ESP (English for 

Specific Purposes コ専門分野別の英語)教育の観点から考察し、課題を検証する。

2. ホテル業界に焦点をあてた英語教育研究
ホテル業界に焦点を当てた英語教育については、 1wai (2005a) 、 Iwai (2005b) 、 Iwai

(2007)の研究がある。いずれも、ホテル業界での英語使用のニーズ、英語教育の実態に

関するものである。いずれも、ホテル業界での英語使用の重要性と、それ故、英語教育

が必要であるというニーズを明らかにしているが、ホテル業界での英語教育の実施状況

は約 30%に留まっている (Iwai 2005a, Iwai 2007)。そのようなホテル業界の厳しい現
状を踏まえ、ホテル業界に就職する前の教育機関における英語教育に期待が寄せられて

いる。一方で、国策としての観光業振興の重要性が高まる中、観光系学部、及び、観光

系大学院の設置が進められているが、観光系大学の英語教育の実態について、学術的で

実証的な研究はまだない。そこで本研究では、日本全国の観光系大学に対し、観光業全

体、及び、特にホテル業界に焦点を当てた英語教育についてアンケート調査し、その実

態と課題を検証する。

3. 観光系大学に対する英語教育の実態調査

3. 1 方法
アンケ}ト調査の実施に際し、対象を全国の観光系学部・学科・コースを持つ大学と

した。これらの学部・学科・コースは、「観光」という言葉だけでなく、様々な名称で設

立されている為、他の学部と明確な区別ができない場合も多い。そこで、本調査では、

リクルート進学ネットというウェブサイトで「観光学が学べる J と紹介されていた学部・

学科・コースを選択した。その結果、調査対象は、 177 件となった。本稿では、これら
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の調査対象となった学部を「観光系学部」と総称する。

アンケート調査における主な質問項目は、観光系学部の概要、卒業生の就職先、英語

教育の内容、英語検定試験の利用、海外インターンシップの実施状況などである。

質問紙(アンケート用紙)の作成、及び、郵送から回収まで、の方法論については、社

会調査法の方法論に則り、できるだけ調査対象の大学が回答しやすくすると同時に、回

答を促すように工夫した。また、アンケート送付は、学長、若しくは、学部・学科・コ

ースの責任者宛とし、全て氏名を調べて封書の宛名欄に記入した。吏に、アンケートに

協力してくれた大学に対しては、その結果を報告するiと約束し、アンケートへの回答を

促す工夫をした。アンケート調査は、 2008 年 10 月に郵送により実施し、有効回答数は

58 件、回答率は 32.8%であった。

3.2 結果

3. 2. 1 観光系大学の概要
アンケート調査項目から以下の内容について、アンケート協力大学の全体像を述べる。

(1 )観光系大学の形態
アンケート協力大学における観光系学部の設置年度についての調査結果から記述する。

図 1 は、観光系学部の設置数を 5 年毎に集計して示している(開設予定の学部・学科・

コース等も含む) 0 1990 年以前は、 1970 年代が 3 件、 1990 年が 1 件であり、 1990 年以

前はほとんど観光系学部が設置されていなかったが、 1990 年代に入札 5 年毎の集計で

設置数が期間毎に増え続けている。大学教育において、年々観光学が注目されているこ

とが分かる。

図 1: 観光系学部の設置年度 (n= 48) 
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アンケート協力大学の形態は、共学が 75.6%、女子大学が 24.4% (n = 41) で、あった。

また、修学年数については、 4 年制が 67.9%、 2 年制が 32.1% (n = 56) で、あった。更に
大学院については、大学院の有無、更に、特に観光系の大学院についても調査している

(図 2)。
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図 2: 大学院の有無 園大学院 (n= 55) 
口観光系大学院 (n= 55) 

たい

観光系大学院は、全体の 10.9% しかなく、大学院が「ある j と回答した大学 (25 件)の

内でも、 24% (6 件)しか観光系の大学院がないことが分かつた。

(2) 卒業後の就職先

図 1 で示したように、観光系学部を開設してまだ間もない大学もある為、まず、学部

卒業生の有無について尋ねると、「あり」は 69.2% 、 36 件 (n = 52) であった。更に、卒

業生がある観光系大学について (n = 36)、学部生の就職先について調査した(図的。

図3: 学部生就職先 (上位5種， n=36，複数回答)
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本調査では全ての業種を選択肢に含めたが、それにも拘わらず、上記の図 3 で示したよ

うに、上位 4 位までの回答は、観光業界の範暗に入る業界であった。特に、ホテノレ業界

は最多の選択肢であり、ほとんどの大学の学部生の就職先として存在する、ということ

であった。

(3) 学生の英語能力レベル
次に観光系大学の学部生の英語能力について述べるO 以下のグラフでは、学生全体に

おける最多の英語レベルを表している(図 4)。選択肢の英語レベルiiは、 A(TOEIC⑧ 860

点以上、英検 1 級など:流暢に英語が使用できる)、 B (TOEIC⑧ 730'"'"'859 点、英検
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準 1 級など:どんな状況でも適切に英語が使える)、 C (TOEIC⑧ 470-----729 点、英検

2 級~準 2 級など:限定された範囲で英語が使える)、 D (TOEIC⑧ 220-----469 点、英

検 3 級-----4 級など:挨拶など最低限の意思疎通ができる)、 E (TOEIC⑧ 219 点以下、

英検 5 級など:英語での意志疎通は難ししすである。

図4: 最多英語能力レベル (n= 50) 
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学部生の英語能力は、主として、 D レベルの「挨拶など最低限の意思疎通ができる J

と回答した観光系大学が最も多くなった。次に多かった回答も、 C レベルの「限定され

た範囲で英語が使える J であり、観光系学部全体としての英語能力はそれほど高くは

ないと言わざるを得ない。

また、次の質問で英語のレベルが rAJ 又は rBJ レベル程度である学生の割合を尋ね

・ると、 5%未満 (55.3% ， n = 47) 、 5%以上-----10%未満 (14.9%) 、 10%以上-----20%未満

(25.5%) 、 20%以上 (4.3%) であった。この結果から、 rAJ 又は rBJ レベルで、ある比較

的英語が堪能である学生は 10%未満である観光系学部が 70%を超え、英語の上級者の割

合が高くない状況が明らかとなった。

3.2.2 英語教育の実施状況
本節では、観光系学部における英語授業の内容、及び、英語資格試験対策や在外教育

等に関する調査結果を分析する。

(1)観光系 ESP 授業
観光系学部において、観光系 ESP 授業を実施しているか、という質問には、 64.3% (n 

= 56) の大学が実施していると回答したik 更に、観光系 ESP 授業の中では、各専門に

特化した様々な ESP 授業が想定されるが、そのより専門化した様々な ESP 授業の実施

状況について調査した(図的。
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図 5: 観光系ESP授業の実施率 (n= 35，複数回答)
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図 5 で示したように、「旅行(業)J 、「海外旅行」と共に、「ホテル」に焦点を絞った ESP

授業の実施率が最も高く 60.0% となり、次いで、「航空」が 37.1%で、あったか。「海外旅

行」の ESP 授業を除き、「ホテル」、「旅行(業)J 、「航空j は、図 3 の就職先でも最も多

い 5 業種の中に含まれていた。 ESP 授業が学生の就職先を意識して実施されていること

が考えられる。

(2) ホテル ESP 授業
次にホテノレ業務に焦点を当てた ESP 授業について詳細を述べる。まず、全てのホテ

ル ESP 授業の内、「通年j 授業は 16.3% で、「半期J は 83.7%であった (n= 43)。また、
「必、修」授業は 19.5%、「選択必修」は 29.3%、「選択」は 5 1.2%であった (n = 41)。こ

れらの結果から、ホテル ESP 授業は、「半期で選択の授業」が多いことが分かる。更に、

ホテル ESP 授業を担当している教員の母語については、「日本語」が 72.1% ( ["英語」

は 27.9%、「その他の言語j は 0%) であり、日本人の教員が多い (n コ 43)。また、教員

のホテノレの実務経験については、「なしj が多く、 67.4% ( ["あり」は 32.6%) であった (n

= 43)。更に、ホテノレ ESP 授業を担当している教員の勤務形態については、「専任」が多

く 61.9% で、「非常勤」は 38.1% であった。

次に、ホテル ESP 授業の目的についての調査結果を述べる(図 6)。

図6: ホテルESP授業の目的 (n= 18，複数回答)
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ホテル ESP 授業の目的は、「将来、英語で、ホテル業務を行う」が最も多く、 72.2%の

回答率であった。この結果からも、 ESP 授業の実施は、学生の就職先を強く意識してい

ることが明らかとなった。次いで、、「英語の基礎能力養成J (66.7%) が高い回答率となっ

たが、図 4 で示したように多くの学生の基礎的な英語能力に対応する為であることが分

かる。第 3 位の回答が I(客として)海外ホテルの利用 J (50.0%) であるが、これは、ホ

テノレ業務の英語を学ぶことにより、副次効果的に客としてどんな内容を伝えれば良いか

が学習できるということであろう。

次に、ホテノレ ESP 授業の内容について、具体的にどのような部署に特に焦点を当て

ているかについて調査した(図 7)。

図7=ホテノレESP授業の内容 (n = 18，複数回答)
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最も多かった回答は、フロント (88.9%) であった。フロントはホテルに特徴的な部署で

あり、また、どのホテノレで、も必ず存在する部署で、あるので、多くのホテノレ英語の授業に

取り入れられた為と考えられる。次に宿泊予約 (77.8%) が多かったが、宿泊予約業務は

フロント業務と重なるものが多い上に、電話での応対の他、予約の e-mail 等のリ}ディ

ングやライティングの技能も必要であり、多様な英語能力が必要である為、ホテノレ英語

の授業内容に含められたので、あろう。また、選択肢は、図 7 中のものの他に、「役員秘

書J I広報J I情報システムJ Iその他の部署J を設定したが、いずれも選択した大学はな

かった。

(3) 将来ホテルで外国人客に接する際に必要な知識・能力
ホテル ESP 授業にも関連する内容として、学生が卒業後にホテルで、業務として外国

人客に接する場合、どのような能力が必要と考えるかについて、調査した。図 8 のグラ

フは、英語 4 技能について調査した結果である。外国人客に応対する際に、 5 段階の選

択肢( I とても必要j 、「必要j 、「どちらとも言えなしリ、「あまり必要でなしリ、「不要J ) 

の内、「とても必要J 又は、「必要J を選択した大学の割合である。

まず、英語能力については、 4 技能全て高い値であったが、特に「スピーキング」と

「リスニング」スキノレについては、全ての大学が必要と回答し、オーラノレコミュニケー

ション能力が必要と考えられていることが分かつた。それに比べ、「リーディング」と「ラ
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イティングj スキルは 90%程度の回答率であり、比較的低くなった。

図8: ホテルで必要な英語能力
(ライティング、はn=54，その他はn.= 55) 
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次に、ホテルで、外国人客に接する場合に必要になる英語以外の能力について述べる

(図 9)。様々な能力の項目を設定したがv、図 9 ではその中でも回答率の高い項目をグラ

フ化した。図 8 と同様に、「とても必要人又は、「必要j を選択した大学の割合で、ある。

有効回答数は、「ホテルの知識・技能J (n = 55)、「ホスピタリテイ~J (n = 55)、「国際

儀礼J (n = 55)、「日本の文化・慣習 J (n = 54)、「国際的なビジネスマナーJ (n = 55) で

あった。いずれも、約 90%以上の高い割合である。「ホテルの知識・技能J (96.4%)、「ホ

スピタリティーJ (92.7%)は、ホテルスタッフであれば必ず必要な能力である。更に、「国

際儀礼J (94.5%) については、プロトコールとも呼ばれる国家間でのマナ}である(財

団法人日本ホテル教育センター編， 2005)。海外から要人を迎える際には重要な知識であ

り、その接遇を担当する仕事に就けば特に必要になる。「国際的なピジネスマナー」

(8.9.1%) も、この国際儀礼に包括され、よりビジネスに特化した国際的なマナーである。

「日本の文化・慣習 J (94.4%)は、外国人客から質問されることも多く、接客上必要な知

識・教養として重要と認識されているのであろう。

図9: ホテルで必要なその他の能力・上位5項目

( r 日本の文化・慣習J は n= 54，その他は n= 55，複数回答)
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(4) EGP 授業

次に、総合英語やリ}デイング授業など、特定の職業や専門分野とは直接関連がない、

一般的な英語の授業 (EGP = English for General Purposes) について調査した結果に

ついて述べる(図 10)。
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図 10: 一般的な英語 (EGP) 授業 (n= 51，複数回答)
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最多の回答を集めたのは、「スピーキング(英会話)J (76.5%) であった。コミュニケー

ションが重要視されている昨今のニーズに応えた授業内容と言えるであろう。その次に、

「総合的な授業J (72.5%) 、次いで、「リーディングJ (66.7%) が多かったのは、大学の

カリキュラム上、伝統的にこのような授業が多い為と考える。また、一般的な英語の授

業を実施していないのは、 1 件のみ (2.0%) であり、一般的な英語の授業はほとんどの

観光系学部で実施され、過半数 (64.3%) の観光系学部では付加的に ESP 授業を実施し

ているという実態が明らかになった (3.2.2 (1)参照)。

(5) 各種の英語検定試験に関する教育
まず、各種の英語検定試験対策について調査した結果を述べる。 図 11 は、各英語検

定試験対策の授業の有無と、その英語検定試験の結果をクラス分けなどに利用している

かどうかについての調査結果を表している。
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図11: 英語検定試験 |圃英語検定試験対策の授業 (n
ヶ一一 I = 39，複数回答)
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25，複数回答)
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英語検定試験対策の授業を実施しているのは、有効回答数 55 件のうち 39 件であり

(70.9%)、英語検定試験の資格取得にも注力している観光系大学が多いことが明らかとな

った。英語検定試験別に詳細を見ていくと、試験対策の授業を実施している大学の内、

最も多くの大学が TOEIC⑧対策の授業を実施していると回答した (97.4%)。次いで、「英

検J (38.5%) であり、観光系業務の英語を扱っている「観光英検」は 25.6%に留まった。

一方で、検定試験の結果をクラス分け等に利用している大学は、有効回答数 52 件の
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うち 25 件 (49.1%) であった。図 9 で示したように、利用している試験は、 fTOEIC⑧」

が最多で 76.0% となり、対策授業実施に関する結果と同様に高い割合となった。また、

「観光英検」は、クラス分け等への利用については、対策授業の実施率より更に低く、

12.0% となった。これらの結果から、多くの大学では、対策授業の実施や、学生の英語

能力の評価として TOEIC⑧が利用されていることが明らかとなった。

また、英語検定試験を「利用している J と回答した大学 (n = 25) に、受験料の負担
について質問した。これは、大学が英語検定試験の受験を奨励する制度を設けているか

どうかに関連する項目である。対象の大学の内 (n = 25)、最多の回答は、「学生が受験
料を全額負担J であり、 52.0% (1 3 件)が選択した。しかしながら、次に多い回答は「大

学が全員に全額負担J (40.0% ， 10 件)であり、そして、その次に多い回答となった「大学

が全員に(受験料の)一部を負担J (8.0% ， 2 件)を加えると、英語検定試験(特に、図 11

の結果から、主に TOEIC@と考えられる)の受験について、いくらかの費用を負担する

ことで奨励している大学は約半数になることが明らかとなった。残りの選択肢である、

大学が「合格者(又は一定のスコア以上の取得者)のみに受験費用を全額負担J は回答

した大学はなかった。スコアや取得級という到達目標を設定して、その成果で受験費用

を支給するという制度があれば、学生の英語学習に対する動機づけにはなるのではない

だろうか。いずれにしても、受験料の負担に関して何らかの奨励制度を持つ大学が約半

数あるということは、多くの大学が英語検定試験に注目し、教育の一環として利用して

いる実態が明らかとなった。

(6) 在外教育

ホテル業は外国人客に接する機会が多く、国際的な仕事である為、在外教育について

調査した。まず、留学制度の有無については、「ある j と答えた大学が、 72.2% (n = 54) 

であり、多くの大学が学生に在外教育の機会を提供していることが分かつた。その内、

最も多かった教育内容が、「語学J 66.7% (n = 39)、次いで、「語学と観光学の組み合わ
せJ 25.6%、そして、「その他J 7.7% となった。しかしながら、「観光学(のみ)J の選択

肢を選んだ大学は一件もなかった。主要な学問領域に比べ、観光学を学べる大学は海外

でも限られているが、学生に専門分野での留学の機会を与えることについては、今後の

観光系大学の教育の課題と言えよう。

更に、海外インタ}ンシップについても調査した(図 12)。
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図12: 海外インターンシップ制度 (n= 55) 
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海外インターンシップを実施している観光系大学は 18.2% (n = 55) であり、実施して

いない大学の方がかなり多く、このような教育形態があまり進んでいないことを示して

いる。実施している大学 (n= 10) にその内容について調査したところ、 40.0%の大学が

ホテルと旅行業界で海外インターンシップを実施していると回答した(図 13)。ホテル

は、業務内容が宿泊・料飲・案内など多岐にわたり、インターンシップの内容として選

択肢が多い為に、インターンシップの実施場所として利用されやすかったのであろう。

また、インターンシップを通してホテルの利用客との接触の可能性が高い為に、外国で

の接客業や接客の為の英語使用を経験するのに適切と考えられていることがその理由と

して考えられる。
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図 13: 海外インターンシップ内容 (n= 10，複数回答)
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更に、海外インターンシップを実施している観光系大学にその目的を調査した(図 14)。

図 14: 海外インターンシップの目的 (n= 11，複数回答)
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インターンシップの定義は、学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに関連した

就業体験を行うこととされている(文部科学省高等教育局専門教育課， 2009)。確かに、

本研究でも、海外インターンシップの目的として「海外観光業界の経験」が 72.7% とい

う高い割合で選択されていた。しかし、最も多い回答は、「国際感覚養成J (81.8%) であ

り、 3 番目に多い回答も「語学力の養成J (63.6%) で、あった。本研究の結果では、観光
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系大学における海外でのインターンシップは、職業経験と同時に、海外という環境を生

かした語学や国際感覚など、周辺的な知識の習得や経験にその目的が置かれていた。

4. 考察

本節では、 ESP(English for Specific Purposes =専門分野別の英語)教育の観点から、

本研究の調査結果を考察する。 ESP 教育では、学生が将来所属する職業などのディスコ

ース・コミュニティのニーズ、に基づいた教育を提供する。本稿では、特にニーズ、の観点

から、観光系大学の英語教育の課題を検証したい。

まず、観光系学部は、まだ設置後間もないところも多く、大学院のある大学でもその

うち約 4 分のーしか観光系大学院を設置しておらず、大学院教育が不十分と言わざるを

得ない。観光業で主導的な役割を担う人材を育成するには、より専門的、且つ、高度な

教育を提供する観光系大学院の充実が急務である。

学部生の就職先として、上位 4位までが観光業の範曜に入る業種であり、最多の 91.7%

・の観光系学部で学生の就職先としてホテノレ業界がある為、学生にとって、ホテノレ業に焦

点を絞った英語教育が有効であると考えられる。実際に ESP 授業を実施している観光

系大学の内、 60.0%がホテノレ業務を扱った ESP 授業を実施しており、旅行業界の ESP、

及び、海外旅行の ESP と並んで\最多の ESP 授業であった。更に、ホテル ESP 授業

の目的が「ホテル業務を行う J (72.2%) ことが第一位の回答数を集めており、正に、学

生の就職先を意識し、就職後に学生がホテル業務で英語を使用することを意図している

ことが読み取れる。また、 66.7%の学生の英語能力が「挨拶など最低限の意思疎通がで

きる J 程度であることから、ホテル ESP 授業の目的についての質問で\「基礎能力養成J

(66.7%) が二番目に回答が多かったことも学生の英語能力のニーズに対応した教育であ

ると言える。また、一般的な英語の授業で、あっても、スピーキングに力を入れた授業が

最多で、あったことは、オーラルコミュニケーションに力を入れ、そのスキルを学生が卒

業後にホテル等の観光業の接客場面で、使用することを想定している可能性がある。

将来ホテル業務に就く際に必要になる知識・能力についての大学の意識調査において

も、英語に関しては 4 技能全て高い値で、あったが、スピーキング・リスニング能力とい

ったオーラノレコミュニケーション能力が特に必要と認識されていることが分かつた。こ

れは、学生がすぐに接客の最前線で仕事をすることがイメージされていることが考えら

れる。しかし、近年では、e-mail でのコミュニケーションやインターネットのサイトか

ら情報収集をすることが多くなり、リーディングやライティングの能力もその必要度が

依然より増してきている。こういった状況に対応した教育がなされることも重要であろ

フ。

また、ホテル ESP 授業を担当している教員については、ホテルの勤務経験は「なし」

が多く (67.6%)、それらの教員の勤務形態は「専任」が多かった (6 1.9%)。ビジネスに

焦点を当てた ESP 教育では、ほとんどの教員がその授業に関連する職業の経験がない

と言われている (Gracia ， 2002)。本研究はその主張を検証する結果となったが、ホテル

業務の経験者には英語が堪能な者も多く、ホテル在勤者の中から出講してもらい、一部
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の授業を担当してもらうことも可能ではないだろうか。ホテルオペレーション関連の科

目では、実際にホテル在勤者や勤務経験者が大学や専門学校に出講している例があるの

で、英語科目でもそういった人材を有効活用して、英語教育の充実を図ることも一つの

方法であろう。そうすれば、ホテノレ業務に関する専門知識や経験がある教員によって英

語教育が行われる為、学生も自分の将来像を具体的に描くことができ、英語の学習動機

も高くなって、効果的な英語教育となる可能性がある。

英語検定試験に関しては、対策授業の実施率が高く (70.9%)、学生の資格取得に積極

的であることが明らかとなった。しかしながら、その内容を見ると、 TOEIC⑧が最多

(97.4%)であった。 TOEIC⑧のスコアは多くの企業で学生の採用時に参考にしている為、

より広い範囲の業界への就職で英語の資格が生かせるよう、 TOEIC⑧の対策に力を入れ

るのも理解できる。しかしながら、多くの観光系学部では、観光業に着目した ESP 授

業を実施している為、観光業の ESP 試験である観光英検は、学生の評価の一部に利用

することも可能である。一方で、これらの英語検定試験の受験に際し、いくらかの費用

負担をしている大学は、英語検定試験を利用している大学の約半数に上り、大学として

受験を奨励していることを示唆している。

在外教育については、 18.2%の大学のみが海外インターンシップを実施しているにす

ぎず、依然として在外教育の利用については課題が残ると言わざるを得ない。ただし、

海外インターンシップを実施している大学の内、最多の 40.0%がホテノレで、実施していた。

Iwai (2005) では、状況的学習論の観点から職場での英語学習の有効性について議論さ

れているが、海外ホテルでのインターンシップは職業経験だけでなく、職場に必要な英

語を体験することができ、大学でのホテル ESP 授業と有機的に関連づけられる。海外

インターンシップ前の段階でも、学生は近い将来海外インターンシップで実践できると

思えば、国内の英語学習にも学習の動機付けが高まる。更に、大学でホテル ESP 授業

を担当している英語教員でホテルの勤務経験がない教員も、海外ホテノレで、のインターン

シップを経験してきた学生からホテルでの実際の英語使用の実態を聞くことができる。

このような学生からの情報で ESP 授業の為のニーズ分析がで、き、その分析結果を英語

授業に応用することができれば、海外インターンシップとリンクした更に効果的なホテ

ル ESP 授業を実施することも可能である。

5. おわりに
本研究では、全国の観光系大学へのアンケート調査の結果から、観光系学部と大学院

の概要(設置形態)をはじめ、主にホテノレ業界に焦点を絞った英語教育の実態を明らかに

し、 ESP の観点から課題を検証した。多くの観光系大学では、ホテノレ業界に焦点を絞っ

た英語教育を提供しており、実践的で、学生のニーズに沿った英語教育を目指しているこ

とが分かつたが、海外インターンシップの実施率が低く、外国人客を迎えるホテノレ業の

為の英語教育として、大学の在外教育の利用については大きな課題が残っている。

今後の課題としては、上記の量的研究の他に、質的研究も重要である。各観光系大学

で、実際にどのような英語教育が行われているのか、また、英語教育以外でもホテル関
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連の専門教育はどのようなものが行われているのかを研究する必要性がある。また、イ

ンターンシップ制度を利用して、学生が研修中にどのように業務を学び、それが英語学

習にどのように影響を与えるのかについて状況的学習論の観点から質的に分析すること

は非常に意義深いことであろう。これらの研究により、更に、多角的に実態を把握し、

その上で、観光系大学におけるより効果的な英語教育を考察、提案したい。

大学の観光系学部は、設置されて間もないところも多く、大学院の設置他、教育の更

なる充実が急がれる。また、東北大震災後の観光業の復興・振興は、今の日本の重要課

題の一つであり、観光業界への優秀な人材の輩出は高等教育機関の義務と言っても過言

ではないだろう。その為に、観光業に焦点を当てた効果的な ESP 教育が重要である。
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